
　新型コロナウイルス感染拡大による「医療崩壊」が危惧される背
景には、構造改革路線の下で効率最優先の医療提供体制への再編・縮
小や、医師・看護師をはじめとする医療従事者の抑制政策が進められ、感染症
対策の要となる保健所を減らしてきた政府の医療・社会保障政策があり、そのことが
医療現場に多大な混乱と苦難をもたらし、国民のいのちを危うくしています。

（年）

感染症病床と保健所の拡充が必要です

立ち後れた日本の社会保障支出

（人）資料：OECD Health Statistics 2016より

医師・看護師の増員が必要です
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資料：医療施設(動態)調査・病院報告より　全国保険所長会HPより編集
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感染症病床は約1／8
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保健所は、ほぼ半減
（右目盛り）

資料：社会保障・人口問題研究所「社会保障費用統計」（日本）、Eurostat“European Social 
Statistics”（イギリス、フランス、 スウェーデン）2013年

～社会保障財源の対GDP比の国際比較～
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全労連・社保協・医団連（保団連・全日本民医連・医療福祉生協連・新医協・医労連）
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紹介議員

　2020年の新型コロナウイルスによるパンデミック（感染爆発）は、日本国内でも大きな影響を広げました。経済活動や国民生
活にも深刻な影響を及ぼすと共に、「医療崩壊」などが取りざたされ、国民のいのちと健康が脅かされる事態が広がりました。
この感染症対応の経験から明らかになったことは、感染症病床や集中治療室の大幅な不足や、それらを中心的に担ってい
る公立・公的病院の重要性、医師・看護師・介護職員の人員不足、保健所の不足問題などです。これらの諸問題の背景に
は、90年代後半から続いてきた医療・介護・福祉など社会保障費の抑制策や、公衆衛生施策の縮減があります。
　21世紀に入り、わずか20年の間に、SARS、新型インフルエンザ、MERS、そして今回の新型コロナウイルスと、新たなウイル
ス感染とのたたかいは短い間隔で求められ、今後も新たなウイルス感染への対応が必要になることは明らかです。
　新型コロナウイルス感染対策の教訓を経て、国民のいのちと健康、暮らしを守るためにも、そして新たなウイルス感染や自
然災害などの事態の際に経済活動への影響を最小限に抑え込むためにも、医療・介護・福祉、そして公衆衛生施策の拡
充は喫緊の課題です。
　私たちは、国民が安心して暮らせる社会実現のために、下記の事項を要請します。

❶ 今後も発生が予想される新たな感染症拡大などの事態にも対応できるよう、医療、介護、福祉に十分な財
源確保を行うこと。

❷ 公立公的病院の統合再編や地域医療構想を見直し、地域の声を踏まえた医療体制の充実を図ること。
❸ 安全・安心の医療・介護提供体制を確保するため、医師・看護師・医療技術職・介護職等を大幅に増員する
こと。

❹ 保健所の増設・保健師等の増員など公衆衛生行政の拡充を図ること。ウイルス研究、検査・検疫体制など
を強化・拡充すること。

❺ 社会保障に関わる国民負担軽減を図ること。

【取り扱い団体】（       ）
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